
第３部　第６期神⼾市障がい福祉計画・第２期神⼾市障がい児福祉計画

第１章　成果目標について（案）

H30 R１
36 42 R1入所者基準6％以上

数値目標なし

ー ー 〇 316日以上
3ヶ月 73.0 68.8 3ヶ月 69%以上
6ヶ月 94.6 84.6 6ヶ月 86%以上
1年 97.3 90.9 1年 92％以上
65歳以上 936 958 65歳以上 算定中
65歳未満 678 641 65歳未満 算定中

-

③
地域生活支援
拠点等が有する機
能の充実

→ （⼀部新） 年１回以上運⽤状況を検証

409 304 R1基準:1.27倍
ー ー 〇 R1基準:1.30倍
ー ー 〇 R1基準:1.26倍
ー ー 〇 R1基準:1.23倍

402 403 -
78.6 64.3 -

ー ー 〇 7割以上

ー 89.5 -

ー ー 〇 7割以上

各市町に1箇所以上

体制を構築

ー ー 〇 配置

各市町に1箇所以上

各市町に1箇所以上

(新)⑥
相談支援体制
の充実・強化等

体制を確保

(新)⑦
障害福祉
サービス等の
質向上

体制を構築サービスの質の向上を図るための体制確保

ー
ー

ー

児童発達支援センター8ヶ所
保育所等訪問支援事業13ヶ所

「神⼾市療育ネットワーク会議／医療
的ケア児の支援施策検討会議」の開
催

重症心身障害児を支援する
児童発達支援事業所、放課後等デイサービスの確保

児童発達支援事業所8ヶ所
放課後等デイサービス事業所15ヶ所

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

児童発達支援センターの設置

（削除）

⼀般就労移⾏者のうち就労定着支援事業者の利⽤者割合

（削除）

就労定着率8割以上の就労定着支援事業所割合

（うち就労A型）
（うち就労B型）

設置

重症心身障害児を支援する放課後等デイサービスの確保

保育所等訪問支援を利⽤できる体制

基幹相談支援センター等の総合的・専門的な相談支援実施機
関の設置

重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所の確保

医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置

医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置

現状（第５期神⼾市障がい福祉計画・第１期神⼾市障がい児福祉計画） 第６期神⼾市障がい福祉計画・第２期神⼾市障がい児福祉計画（案）

②
精神障害者を
地域全体で
支える体制の
構築

（削除）
精神障害者地域移⾏・地域定着推
進連携会議を1回、検討会を5回、関
連研修を2回開催

保健・医療・福祉関係者による協議の場の設置

第６期指針（案）
(R5目標)

⻑期在院者数の減少

退院後１年以内の地域における平均生活日数（日）

入院後の退院率（％）

指標指標

①
福祉施設の
入所者の

障害者支援施設から地域生活への移⾏者数（⼈）

施設入所者の削減

ー

（削除）

地域生活支援拠点等の整備

福祉施設からの就労移⾏者数の増加（⼈）
（うち移⾏支援事業）

実績

６ヶ所

数値目標なし

国指針新規

障害者支援施設から地域生活への移⾏者数（⼈）

施設入所者の削減（⼈）

各年度の就労定着支援による支援開始1年後職場定着（％）

ー

児童発達支援センターの設置・保育所等訪問の充実

⑤
障害児支援
の提供体制
の整備等

入院後の退院率（％）

⻑期在院者数の減少

④
福祉施設
から⼀般就労
への移⾏等

福祉施設からの就労移⾏者数の増加（⼈）

ー
就労移⾏支援の利⽤者数（⼈）
就労移⾏率3割以上の就労移⾏支援事業所割合（％）

ー

地域生活支援拠点等の整備（ヶ所）

資料４－３



第３部　第6期障害福祉計画・第2期障害児福祉計画

第２章・第３章　障がい福祉サービス及び地域生活支援事業の確保の方策（案）

R2目標値 R1実績 新規 R5目標値（案） 該当箇所 備考

80事業所 70事業所 100事業所 障がい福祉サービス等
（相談支援） ー

1,000人
（200人／年）

平成28年〜令和元年度
合計767人

600人
（200人／年）

障がい福祉サービス等
（相談支援）

ー

1,000人
（200人／年）

平成28年〜令和元年度
合計604人

600人
（200人／年）

地域生活支援事業
（意思疎通支援事業）

ー

定員数850人
50人/年

定員数810人
（令和元年度76人）

定員数1,000人
（50人/年）

障がい福祉サービス等
（居住系サービス）

令和2年⾒込850人から年間
50人ずつ定員増を目指す

ー ー 削除

ー ー 削除
ー ー 削除

260人
（10人増/年）

269人
（令和元年度12人増）

310人
（10人増/年）

障がい福祉サービス等
（日中活動系サービス）

令和2年⾒込280人から年間
10人ずつ増加を目指す

85% 85.8% → 85% 障がい福祉サービス等
（日中活動系サービス） ー

30,000円
うちB型:15,000円

1,510人／年 1,516人／年 削除

500人
（100人／年）

1,305人／年
(22回開催)

削除

〇
60人

（20人／年）
障がい福祉サービス等
（相談支援）

・推進協意⾒より
・ヒアリング結果より

〇
600件

（200件／年）
障がい福祉サービス等
（相談支援）

・⾃⽴支援協議会意⾒より
・ヒアリング結果より

〇
24,000個

（8,000個/年）
地域生活支援事業
（理解促進・啓発事業） 実態調査結果より

（第6期計画で反映）

（第6期計画で反映）

⑨ヘルプマークの配布数

⑧重症心身障がい児者災害時個別避
難計画の策定数

⑦計画相談支援員の人数

削除

（第6期計画で反映）

⑤しごとサポートからの就職者実人数

⑥しごとサポートが支援する職場定着率
（当該年度の1年後の定着率）

指標（案）

①計画相談支援事業所数①計画相談支援事業所数

次期計画（案）※3年計画

④グループホーム（定員数）

②相談支援事業者研修の受講者数

③手話啓発講座の受講者数

平成30年度︓24,823円
（うちB型︓13,028円）

⑪障がい者スポーツ教室参加者数

⑫障がいサポーター養成数

現状（2020計画）※5年計画
指標

⑧障害者就労推進センターからの就職者実人数

⑥１年以上⻑期在院者数
⑦地域生活支援拠点の整備

⑨障害者就労推進センターが支援する職場定着率
（当該年度の1年後の定着率）

⑩障がいのある人の福祉的就労における工賃

②相談支援事業者研修の受講者数

⑤福祉施設の⼊所者の地域生活への移⾏
（福祉施設からの退所者数）

③手話啓発講座の受講者数

④グループホーム（定員数）


